
　皆さんの多くもそうなのではないかと思いますが、私も
ＡＩを業務に私生活にフル活用しています。ＡＩに関する法
的問題点は多岐にわたりますが、ここではＡＩを利用する
に当たって注意しておいた方がいい点を簡単にご紹介し
ます。
入力する情報について
　例えば、会社の顧客名簿や取引先の資料をそのまま入力
すれば、個人情報保護法上の第三者提供にあたるおそれ
がありますし、契約上の秘密保持義務の違反となる可能性
もあります。法的手当てを考えなければならないのですが、ま
ずは入力した内容がＡＩの学習に使われない設定になって
いるか等について、契約内容（利用規約）と設定をいま一度
確認しておきましょう。
生成物に関する問題
　既存の作品によく似た文章や画像が出力されることが
あり、それをＳＮＳに投稿したり、商品として販売したりすれ
ば、著作権侵害となる可能性があります。実在の人物の
顔や声を再現した動画・音声は、肖像権やパブリシティ権

の侵害の問題を生じ、内容によっては名誉毀損にもなり得
ます。生成物を利用するには、自分で書いた文章や作品等
を公表する場合と同様の注意が必要となります（次にもみ
るとおり、ＡＩが作成したということは責任を免れる理由に
はなりません。）。
出力の正確性に関する問題
　よくいわれるように、ＡＩはもっともらしい誤りを自信を
もって述べます。法律問題のほか、医療、社会保障、税務
などに関してＡＩに質問することは多いかと思いますが、
ＡＩの回答を鵜呑みにして行動すれば、不利益を受けるの
は利用者自身です。事業者が誤った内容を広告や商品
説明に用いれば景品表示法上の問題ともなります。責任
を負うのはＡＩではなく、あくまでそれを使った人ですの
で、十分な注意が必要です。

１　10月からカスハラ対策の義務化 がスタート
　労働施策総合推進法が改正され、２０２６年（令和８
年）１０月１日から、すべての事業主にカスハラ対策を講じ
ることが義務付けられます。
　北海道では一足先にカスハラ条例が施行されていまし
たが、行政の履行確保を伴う措置義務が課されるのは今
回が初めてとなります。 
２　どのような行為がカスハラになるのか 　
　職場におけるカスハラとは、顧客等の言動であって、
「労働者が従事する業務の性質その他の事情に照らして
社会通念上許容される範囲を超えたもの」により、「労働
者の就業環境が害されること」をいいます。「顧客等」には、
取引先の担当者、施設の利用者やその家族なども含まれ
ます。
　具体的には、暴行や脅迫といった行為にとどまらず、理
由のない不当な要求、長時間の居座りや執拗なクレーム、
ＳＮＳ等での誹謗中傷などもこれに該当する可能性があ
り、電話やインターネット上の言動も対象となり得ます。

３　事業主が整備する必要のある具体的な措置 　
　指針は、必ず講じなければならない措置として、①方針
の明確化と周知（「一人で対応させない」「管理監督者に
指示を仰ぐ」等の対処内容を含む）、②相談窓口の整備、
③事実関係の速やかな確認とメンタルヘルス相談等によ
る被害者のケア・再発防止、④悪質事例への対処方針と
現場ルールの整備、⑤相談者のプライバシー保護と不利
益取扱いの禁止を定めています。
４　違反について
　違反は、行政による助言・指導・勧告の対象となり、勧
告に従わない場合は公表され得ます。また、違反により直
ちに損害賠償義務が発生するものではありませんが、カ
スハラにより労働者がうつ病等の疾患に罹患し、事業主
の安全配慮義務違反が問題となるといった場面では、こ
れらの措置を講じていたか、実際に機能していたかが問
われることとなります。体制の整備は、労働者を守るため
の取組であると同時に、事業主自身を守るための備えでも
あります。

カスタマーハラスメントに対する
対策はできていますか
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